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日本政府による大規模な
半導体支援と経済効果 ～政府は半導体産業への支援姿勢を強化～

半導体・AI関連予算の概要

●経済産業省の資料をもとに日興アセットマネジメントが作成

支援の枠組み 目的 予算規模

ポスト5G情報通信
システム基盤強化
研究開発事業等

先端半導体や生成AI
などの設計・製造技術
等の開発、実証

1兆514億円

先端半導体の
国内生産拠点の確保

事業者による投資判断
を後押しし、安定供給
の確保等をめざす

4,714億円

合計 1兆5,228億円

●財務省「法人企業統計調査（令和5年度）」をもとに日興アセットマネジメント
が作成

日本の主な製造業の設備投資額推移

（2010年度～2023年度）（兆円）

*半導体製造など **自動車製造など

半導体の安定供給確保の重要性が高まる

コロナ禍を受けてのデジタル化の進展やサプライ
チェーンの混乱は、世界的に深刻な半導体不足
を招き、半導体は国の安全保障をも左右する戦
略物資に位置付けられるようになりました。日本で
も安定供給をめざした国家事業として、21年に「半
導体・デジタル産業戦略」が打ち出されましたが、
その後も生成AI（人工知能）向け需要の急拡大や米
中半導体摩擦の長期化など、半導体供給を巡る
危機感は年々高まっています。

政府は半導体産業への手厚い支援を継続

近年、日本政府は半導体分野への積極的な支
援を展開しており、21年からの3年間に投じられた
額は、GDP比で先進国最大規模となる、約4兆円
に上ります。先月末に閣議決定された24年度補
正予算においても、半導体やAI開発などの支援に
約1.5兆円の大規模な予算が計上されました。

予算に先立って11月22日に決定された総合経
済対策には、半導体やAI分野への新たな投資促
進策が盛り込まれました。政府は最先端半導体の
製造をめざすラピダスなどを念頭に、今後10年で
50兆円を超える官民投資を引き出すとしており、
その呼び水として、30年度までに10兆円以上の公
的支援を行なう計画です。今回の補正予算はそ
の第一弾となるもので、石破政権への交代後も、
政府が半導体産業に継続して支援を行なう姿勢
が改めて明らかにされました。

半導体産業による経済効果は非常に大きい

こうした中、日本の先端半導体の製造基盤とし

て大きな期待が寄せられているのがJASMとラピダ
スです。政府が世界最大級の半導体メーカー、
TSMC（台）の熊本県への誘致を実現し、設立され
たJASMには、これまでに約1.2兆円もの公的支援
が決定しています。間もなく予定される第1工場の
稼働や第2工場の着工を前に、周辺地域では関
連産業の大型投資が相次いでおり、熊本県に進
出・投資する企業は170社超、全体の経済波及効
果は11兆円超（22-31年）に上ると試算されています。

また、国内8社の出資で設立されたラピダスには、
現時点で最大9,200億円の政府支援が予定され
ており、北海道千歳市の本拠地では27年度の量
産開始に向けて工場建設が本格化しています。
試算では、同社進出による経済波及効果は最大
で累計11兆円超（23-36年度）となる見込みです。

今後も大規模な投資と企業の成長が期待される

製造工程の多い半導体は関連産業の裾野が広
く、上記のように大きな経済効果を生むとされてい
ます。今回新たに打ち出された半導体・AIへの支
援によって、政府は160兆円程度の経済波及効
果を実現するとしており、巨額の投資をきっかけに、
経済の好循環がつくれるかに注目が集まります。

日本が先端半導体分野で再び世界に追いつく
のは決して容易ではありませんが、ここが最後の
チャンスとも言えるだけに、政府の本気度は極めて
高く、日本の半導体産業復活の機運は高まりつつ
あります。今後も、政府の後押しを受けた更なる投
資拡大と半導体産業の成長が期待されます。

（24年度補正予算）

（年度）

近年、半導体製造企業の
設備投資額は増加傾向

※記載の銘柄について、売買を推奨するものでも、将来の価格の上昇または
下落を示唆するものでもありません。また、当社ファンドにおける保有・非保有
および将来の銘柄の組入れまたは売却を示唆・保証するものでもありません。
また、上記は過去のものであり、将来を約束するものではありません。
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＜ご留意いただきたい点＞

■この資料は具体的な商品をご説明するものではないため詳細を記載しており

ませんが、元本保証のないリスク性商品のご購入やご売却、保有にあたっては、

手数料等をご負担いただきます。■リスク性商品には、各種相場環境等の変動

により、投資した資産の価値が投資元本を割り込むなどのリスクがあります。

■リスク性商品を中途解約する場合は、ご購入時の条件が適用されず不利益と

なる場合があります。■くわしくは、三井住友銀行本支店等の各商品の説明書

等を必ずご覧ください。
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